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要 約
本稿では、韓国において、ファッション小売技術がどのように移転したのかについて百貨店の事例研究の視
点から理論的に検証することが目的である。具体的に言えば、韓国におけるファッション小売技術が、どの
程度日本から韓国の百貨店に移転されたのか、またその技術がどの程度修正され現地に移転可能であったの
か、あるいは移転不可能であったのか、不可能な場合それは何故だったのかについて移転仮説を提示し、移
転戦略の枠組みを明らかにしている。結論的に言えば、韓国の百貨店へのファッション小売技術の移転は、
移転対象となる諸技術のマニュアル化・プログラム化の可能性の度合を横軸とし、それらを規定する制度的
環境条件の類似性を縦軸にとると、同平面空間において適応・部分的適応化ないしは適用・部分的適用化と
いう４つのプロセスを辿ることになる。

Abstract
International transactions between corporations and across industries occur with great frequency in

modern times, not only in the manufacturing industry, but also in fashion retailing, and technology related
to management control systems and fashion marketing skills is thus frequently transplanted or trans-
ferred across national borders. Further research is therefore necessary into what facets of technology
transfer in fashion retailing are similar to those of the manufacturing Industry and which differ. However,
there has been a strong tendency with research concerning international transferability in retailing for re-
tailing to be regarded as a domestic industry and for research into its international know-how transfer to
be ignored. Literature on the subject is consequently very limited indeed. What’s more, even in the re-
search that does exist, the subject matter for the research has been restricted to particular countries in
particular fields of business and there have been problems in both the lack of attempts to seek out theo-
retical frameworks and the fact that the fashion retailing know-how which is supposedly being trans-
ferred has not been clearly identified.

In this paper, I will attempt to prove that how would fashion retail technology of the department store
transfer in Korea. More specifically, I will examine the mechanisms through which fashion retail technol-
ogy is transferred in fashion retailing markets overseas, which elements of fashion retail technology are
easy to apply, which are difficult to apply and why. In other words, I can come up with the following four
sub-spaces for the international transferability of fashion retail technology. The four subspaces, I:Adapta-
tion, II: Partial Application, III: Application and IV: Partial Adaptation, are thereby created in a coplanar
space.
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Ⅰ はじめに
ファッション小売企業のグローバル化は、ア

パレルを中心とする専門店がいち早く展開され
てきたにもかかわらず、国境を越える国際移転
やグローバル戦略の枠組みに関する研究につい
ては十分に検討されておらず、むしろ軽視され
るような傾向さえもあったと言える。その理由
の一つとしては、ファッション小売産業は製造
業とは違い、立地・地域・生活文化といった性
質を有しており、いわゆる消費者を対象とする
地域性が強いドメスティック産業であると見做
される傾向があったからであると言える。しか
し、ファッション小売産業では１９８０年代に入っ
てから、百貨店などのファッション小売企業の
海外出店などによるグローバル化の活動が本格
的に展開されており、ファッション小売企業を
対象としたグローバル戦略と移転の論議がなさ
れはじめた。ファッション小売企業のグローバ
ル戦略と移転に関する研究は製造業の研究成果
を応用しながら、ファッション小売企業の理論
的枠組みとして提示し、いわば製造業のグロー
バル戦略と移転論のファッション小売企業への
適用可能性の可否を示すことであったと言え
る。

そこで、本稿の目的は、韓国の百貨店を研究
対象とし、ファッション小売技術がどのように
移転されたのかについて明らかにすることであ
る。それゆえ、本稿では先行研究を通して理論
仮説を設定し、川端基夫氏による調査研究
［２００３］に基づいて韓国における百貨店の
ファッション小売技術移転の実態を把握し、さ
らに韓国の百貨店へのファッション小売技術の
移転の仕方について筆者が提示したファッショ
ン小売技術移転の枠組みから検証を試みる。具
体的に言えば、ファッション小売技術が、どの
程度日本の百貨店から韓国のそれに移転された
のか、またその技術がどの程度修正され韓国現
地に移転可能であったのか、あるいは移転不可
能であったのか、不可能な場合それは何故だっ
たのかについて検討にすることである。

Ⅱ ファッション小売技術の
国際移転に関する先行研
究と問題提起

１．国際移転に関する先行研究
技術・経営移転（technology transfer）が研

究の論議になった背景は、対外直接投資理論の
発展があったからである。いち早く製造業で

は、自国企業の海外進出とともに、経営技術の
海外移転論をめぐる諸研究が盛んに行われてき
た。アメリカでは、１９６０年代から７０年代にかけ
て、プロダクション・プロセスやマネジメント
の海外移転に関心が集まるようになった（Yeo-
man［１９８４］）。日本においても、対外直接投資
が本格化する１９８０年代から、日本的生産システ
ム・経営管理方式の海外移転の可能性が議論さ
れるようになった。例えば、植木元英『国際経
営移転論』、安室憲一・関西生産本部編著『現
場イズムの海外経営』、安保哲夫『アメリカに
生きる日本的生産システム』、板垣 博『日本
企業の技術移転－アジア諸国への定着』、岡本
康雄『日本企業 in 東アジア』、高橋由明ら編著
『経営管理方式の国際移転』などがその研究文
献であり、積極的に取り組んでいる。

しかし、マーケティング技術の国際移転に関
する研究は、製造業のそれに比べて、はるかに
遅 れ て お り、そ の 取 り 組 み や 実 証 研 究
（Negandhi, A.R. and B.D. Estafen［１９６５］）な
どにおいてもごく限られたものに留まっている
と言える。とくに、ファッション小売技術の国
際移転をめぐる諸研究として、海外では、
Goldman［１９８１］の「発展途上国への小売技術
の移転」、Kacker［１９８８］の「小売ノウハウの
国際移転（flow）」、Ho and Sin［１９８７］らの「小
売技術（retailing technology）の国際移転」、
Ho and Lau［１９８８］らの「スーパーマーケッ
ト技術の開発」、McGoldrick ら［１９９５］の「小
売企業の国際化（International Retailing）」、
Treadgold［１９８８］の「小売企業の国際化（Inter-
national Retailing）などが挙げられる。一方、
国内では、鈴木安昭氏［１９８０］の研究をはじめ、
青木 均氏［１９９６］、渦原実男氏［１９９０］、金
亨洙氏［１９９８］の研究が挙げられる。技術移転
の具体的な検討としては、加藤 司氏［１９９８］
の「流通外資の競争力」、江原 淳氏［１９９２］
の「日本の流通企業の海外出店」などが挙げら
れる（川 端［２０００］pp．２７４－２７５）。さ ら に、
これらの既存研究を踏まえながら、体系的かつ
総括的研究の嚆矢としては、向山雅夫氏［１９９６］
による『ピュア・グローバルへの着地』と、川
端基夫氏［２０００］による『小売業の海外進出と
戦略』、金 亨洙氏［２００８］による『小売企業
のグローバル戦略と移転―小売ノウハウの海外
移転の理論と実証』などが挙げられる。

２．問題提起
しかしながら、以上のような先行研究におい

ても、次のようないくつかの問題点（青木 均
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［１９９６］）が提起できる。第１に、ほとんどの
既存研究は特定国（発展途上国）と特定業態に
限定されており、その移転対象となるファッ
ション小売技術の国際移転の可能性が明確に示
されていないことである。第２に、その移転研
究は理論的枠組みを見出そうとする視点が欠け
ていることである。第３に、ファッション小売
技術のそのものの内容について曖昧な部分が多
く、何をもって移転と判断するのかが明確でな
いことである。第４に、ファッション小売技術
の海外移転のプロセスについて、ほとんど検討
していないことである。

そこで、本論文では上記の問題点の解決すべ
き方法論として、韓国における百貨店のファッ
ション小売技術の移転に焦点をあてて、国際移
転の理論仮説を設定し、具体的な移転の枠組み
を明らかにする。詳しく言えば、ファッション
小売技術のうち、どのような技法がどの程度ま
で現地に移転しているか、もしくは移転できて
いないのか、それはなぜなのかを具体的に検討
することである。

つまり、①日本の小売企業は、韓国における
小売市場で、日本型ファッション小売技術（日
本で通用するファッション小売技術を指す）を
「適用」しようとする。ここで、「適用」とは、
日本型ファッション小売技術の韓国への持ち込
み、つまり移転を意味する。しかし他方、②そ
うした「適用」が、現地の経営環境や諸条件に
よってさまざまな制約を受け、変形・修正され
たり、むしろ現地諸条件への「適応」を迫られ
る場合もある。これは、日本型ファッション小
売技術の修正ないし韓国型方式の採用を意味す
る。いわゆる移転対象となる技術は適応化のプ
ロセスを辿ることになる。

Ⅲ 韓国における百貨店の移
転と理論仮説

１．韓国における百貨店の移転
近代の革新的なファッション小売業態として

最初に登場したのは、百貨店であるということ
については異論がないといえる１）。

当初の百貨店のファッション小売技術は、各
種の生地、織物と衣類雑貨を取り揃えた衣類雑
貨百貨店で、現金定価販売と大量仕入れによる
薄利多売、低価格大量販売を基本とするもので
あった。近代的百貨店が出現した背景として、
佐藤 肇氏［１９８５］は、「産業革命が進行し、
機械制大工業の中心が綿織物の大量生産であっ
たから、それまでの手工業時代の衣類品の流通

とは異なる大量仕入れと大量販売の可能性が急
速に進行したことにあった」という。そして、
そのような大量販売を可能にする大都市の発展
と人口集中が見られたことも見逃すことができ
ない。こうした百貨店は、大都市の中心部に立
地し、近代における最初の主要な小売流通上の
革新として地位を固めるとともに、その後は店
舗を大規模化し、豪華にし、近代大都市の象徴
ともいえる存在になっていった（下川［１９９１］
p．１４９）。

その後、百貨店のファッション小売技術２）

は、近代的都市の発展に伴い、欧米地域におい
ても波及し、さらに日本や韓国などのアジア地
域においても移転されるようになった（韓国商
工会議所［１９９５］pp．８９－９０）。百貨店は、買
回品を中心としてあらゆる商品を一つの屋根の
下に品揃えし、ワン・ストップ・ショッピング
という利便さの革新的なファッション小売技
術３）を提供し、近代的小売業態として形成・発
展してきた（池尾［１９９７］p．１４４）と言える。
アメリカにおいては、１９世紀中頃の南北戦争
（１８６１～６５年）後、ニューヨークのメーシーズ、
フィラデルフィアのワナメーカー、シカゴの
マージャ・フィールドなどの百貨店が次々に開
店された。フランスのパリに１８５２年に開店した
「オ・ボン・マルシェ（Au Bon Marche）」や
「ルーブル（Louvre）」百貨店がアメリカの百
貨店より先行している（木綿［１９８８］p．１１５）。

韓国においては、近代的なファッション小売
業態として百貨店が導入されたのは、１９０６年に
ソウルに出張所として開店した「三越呉服店」
である。百貨店と称するようになったのは、
１９２９年のことであり、１９３０年には現在の「新世
界百貨店」の場所への移転に伴い近代的百貨店
の姿を備えるようになった。その他、日本の小
売資本による百貨店としては、「丁字屋」４）、
「平田百貨店」５）が挙げられる。韓国の小売資
本による百貨店は「東亜百貨店」と「和信百貨
店」である。当時「和信百貨店」は、延べ面積
８，２５０㎡で「三越百貨店」より大規模であり、
韓国国内では最大規模の百貨店であった。その
後、連鎖店事業にも展開した。このように、近
代的小売業態が存在していたが、当時の韓国で
は戦時体制経済であったため、近代的小売業態
の発展を退歩させた時期でもあった。

その後、韓国においては、１９７０年代後半に
入ってからファッション小売業態として中核を
なす百貨店は、日本の百貨店との提携が本格化
した。川端基夫氏（［２００３］p．３６）によると、
最も古い技術提携は、福岡玉屋と美都波百貨店
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との提携であり、提携内容は美都波のソウル本
店の近代化と改装であった。和信百貨店と三越
の提携も、和信の本店が大規模なリニューアル
工事の際に新たなマーチャンダイジング（以下
は MD と省略する）構築が必要となり、その
支援を三越から受けるためのものであったとい
う。

韓国では、１９７０年代末以降の百貨店成長期に
入ると、異業種分野から新たな百貨店業界に参
入する企業が増大した。百貨店業界への新規参
入をしようとした企業は百貨店の建設やそれら
の小売技術を有していなかったため、その立ち
上げ期に日本の百貨店との技術提携を行ったの
である。例えば、ロッテ百貨店と高島屋との提
携（１９７８～７９年）や、現代百貨店と大丸との提
携（１９８４～８５年）がそれにあたる。このような
ケースは１９９０年代以降も見られ、大同百貨店が
天満屋（１９９３～９５年）と、LG 百貨店が松屋
（１９９４～９７年）と、ブルーヒル百貨店が近鉄
（１９９６～９７年）とそれぞれ技術提携を結んだ（川
端［２００３］p．３６）。

また、新世界百貨店は１９８０年代に入ってか
ら、１９８２年に２年契約で三越と教育指導の提携
契約を結んだうえで、三越内装会社である三越
建装に本店のリニューアル工事の内装（１９８２年）
と永登浦支店の内装（１９８３年）、および東邦生
命ビル地下街店舗の内装（１９８４年）を発注した。
この時期には、消費市場の拡大とともに大手百
貨店が、店舗改装や新たな支店の増設を行うよ
うになり、それに際して新たな技術供与を日本
の百貨店に求めることも行われた。さらに、こ

の時期にはこれまでにない新たなタイプの百貨
店店舗の建設も行われ、それに際して日本の百
貨店と技術提携が結ばれる例も現れた。例え
ば、ロッテ百貨店の蚕室店は、アミューズメン
ト施設を備えた初の大規模複合商業施設であっ
たが、この店舗の内装や売場つくりに際しては
複数の日本の小売業から小売ノウハウを導入し
た。詳しく言えば、百貨店は高島屋が、専門店
は西武が、遊戯施設部分は三越が、そしてディ
スカウント・ストア部分はダイエーが、それぞ
れ提携して売場を構築した（川端［２００３］p．３６）。

２．韓国における百貨店のファッション小売技
術移転の理論仮説

以上のように、韓国の百貨店へのファッショ
ン小売技術の移転は、日本のそれとの関わりが
深く、おそらく日本の百貨店が韓国へのそれら
の技法を移転する際に直面した理論的枠組み
は、移転対象となる諸技術のマニュアル化・プ
ログラム化の可能性の度合を横軸とし、それら
を規定する制度的環境条件の類似性を縦軸にと
ると、４つのグループ空間（適用・部分的適
用・適応・部分的適応）ができあがる（詳しい
ことは本稿のⅤ章の実証結果で後述する。）（図
表２を参照）。ここで提示した枠組みからいう
と、韓国の百貨店への日本企業のファッション
小売技術移転の理論仮説は以下のように提示で
きると言えよう。

「移転仮説（a）」：ファッション小売技術の
移転は、移転しようとする国と受け入れ国の間
において、マーケティング・インフラストラク

日系企業 提携先企業 期間 主たる内容
福岡玉屋 美都波百貨店 １９６９ 本店の近代化と改装の指導
三越 和信百貨店 １９７７～１９８０ 百貨店技術の全般（８０年和信倒産）
高島屋 ロッテ百貨店 １９７８～１９７９ 本店・釜山店の立ち上げ全般指導
三越 新世界百貨店 １９８２～１９８９ 百貨店技術の全般
大丸 現代百貨店 １９８４～１９８５ 本店建設・立ち上げ支援
高島屋 ロッテ百貨店 １９８６ ディスプレイ技術の指導
高島屋 ロッテ百貨店 １９８７～１９８８ 文化教室開設技術の指導
三越 ロッテ百貨店 １９８８～１９９０ 蚕室店の遊戯施設の指導
高島屋 ロッテ百貨店 １９８８～１９９０ 蚕室店の百貨店部分の全般指導
西武 ロッテ百貨店 １９８８～１９９０ 蚕室店の専門店街部分の全般指導
西武 新世界百貨店 １９８９～１９９２ 管理システム、社員教育、商品供給
東急 美都波百貨店 １９８９～１９９３ 新店舗設計・立ち上げ支援
鶴屋 松原百貨店 １９９３～１９９５ 同上
天満屋 大同百貨店 １９９３～１９９５ 新店舗設計・立ち上げ支援（新規参入支援）
松屋 LG 百貨店 １９９４～１９９７ 同上
近鉄 ブルーヒル百貨店 １９９６～１９９７ 新店舗建設支援（経営破綻で中断）
松屋 LG 百貨店 １９９６～１９９８ 新店舗設計・立ち上げ支援（富川店）
松屋 LG 百貨店 ２０００～２００１ 新店舗設計・立ち上げ支援（九里店）

図表１ 韓国・百貨店への日本のファッション小売技術の移転

出所：川端基夫［２００３］「アジアへの小売ノウハウ移転に関する考察」アジア経済研究所『アジア経済』第４４巻第３号、pp．３４－３５に基づき、筆者が一
部修正作成。
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グループⅡ
（第Ⅱ象限）

部分的適用（標準）化

グループⅢ
（第Ⅲ象限）

適用（標準）化

グループⅠ
（第Ⅰ象限）

適用（修正）化

グループⅣ
（第Ⅳ象限）

部分的適用（修正）化

不可能可能

低

高

制
度
的
環
境
条
件
の
類
似
性

移転対象となる技術のマニュアル化・プログラム化の可能性の度合

チャーの発展度合などの制度的環境条件６）

（「文化構造」７）、「経済過程」８）、「企業内外
の諸『組織』」９））や移転対象となる技術の類
似性が高くなればなるほど、そのまま導入する
という「適用化（application）」（第Ⅲ象限）、
もしくは「部分的適用化」（第Ⅱ象限）による
移転が容易である。

ここでいう「技術の類似性が高い」というの
は、ペーパーにマニュアル化・図示化すること
ができ、かつコンピュータにプログラム化でき
る、いわゆる一種のルーティン化された技術を
指す。これらの諸技術は機械そのものであった
り、人間と機械の関係に依存しており、どちら
かというとその国の技術レベルに関係しても、
その国の人々の文化（価値）からは比較的中立
的である。しかし、ここで企業が考慮すべきこ
とは、ルーティン化可能な技術ともいえども、
それが移転されスムーズに機能するかどうか
は、その国の科学・技術のレベルにも強く依存
するといえる。部分的適用化（第Ⅱ象限）とは、
移転対象となる技術はマニュアル化・図示化す
ることができるものの、それらを規定する制度
的環境条件に僅かな影響を受ける技術であり、
完全な適用化ではなく、どちらかというと適用
化に近い技術移転である（鄭［２００８］p．６３）。

「移転仮説（b）」：ファッション小売技術の
移転は、移転しようとする国と受け入れ国の間
において、マーケティング・インフラストラク
チャーの発展度合などの制度的環境条件や移転
対象となる技術の類似性が低くなればなるほ
ど、その技術は修正の必要が生じ、適用が困難
になり、「適応化（adaptation）」（第Ⅰ象限）

もしくは「部分的適応化」（第Ⅳ象限）による
移転とならざるを得ない。

ここでいう「技術の類似性が低い」というの
は、ペーパーにマニュアル化・図示化すること
ができず、かつコンピュータにプログラム化が
できない、いわゆる一種のルーティン化できな
い技術を指す。これらの諸技術は人間と機械の
関係だけでなく、人間と人間の関係つまり文化
に深く依存しており、制度的環境条件に強く依
存するといえる。部分的適応化（第Ⅳ象限）と
は、移転対象となる技術はもともとマニュアル
化・図示化することができないが、それらを規
定する制度的環境条件に比較的に影響を受けな
い技術であり、どちらかというと完全な適応化
（修正）ではなく、適応化に近い（部分修正）
技術移転である（鄭［２００８］p．６３）。

Ⅳ 韓国における百貨店の
ファッション小売技術移
転の実態

１．高島屋からロッテ百貨店への移転１０）

高島屋からロッテ百貨店へのファッション小
売技術の移転について、川端基夫氏［２００３］は、
ロッテ百貨店が韓国初の近代的な百貨店の建設
を目指し高島屋と提携を行ったこととなったと
し、具体的に言えば、高島屋からロッテ百貨店
へのファッション小売技術の移転項目には、図
表３で示されている通り、④（組織および運営）
のような漠然としたレベルから、②（室内装飾
物の仕入れ）のような情報提供要請、⑨（経営
分析のための各種基本データ）・⑬（レストラ
ンの厨房器具・伝票発生と注文・計算法など）
のような具体的かつ細かなレベルのファッショ
ン小売技術まで混在しているとしている。さら
に③から⑥の MD 関連や⑨⑩の管理業務関連、
および⑬の賃貸関連のファッション小売技術に
ついては高島屋から比較的具体的な技術移転を
要求した（川端［２００３］p．３８）と言える。

また、同氏による研究資料では、ロッテ百貨
店（蚕室店）は、高島屋、西武、三越、ダイエー
の４社との技術提携によって開設されたとし、
高島屋からロッテへの移転内容については秋山
氏の資料に基づいて復元したとしている。氏
は、移転対象の小売技術は広範囲に及んでいる
が図表４で示されているように①から⑦は店舗
関連に関する小売技術であり、この領域は非常
に具体的に移転すべき内容が明示されている。
これに対して、MD 関連の⑧や⑨、販売関連の
⑩⑪⑫、管理業務関連の⑬などの小売技術は極

出所：鄭 朱［２００８］『グローバル・ファッションマーケティングの構図と戦略－
理論と事例研究』文眞堂、p．６４。

図表２ 韓国におけるファッション小売技術の移転と戦略の枠組み
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めて漠然と記されるにとどまり、あくまで情報
提供・資料提供の範疇を出ていないように見え
る（川端［２００３］p．３８）としている。

ここで注目すべき点としては、MD 関連・販
売関連などのファッション小売技術は、ペー
パーにマニュアル化・図示化することができ
ず、かつコンピュータにプログラム化ができな
い、いわゆる一種のルーティン化できない技術
であり、これらの諸技術は人間と機械の関係だ
けでなく、人間と人間の関係つまり文化に深く
依存しており、制度的環境条件に強く依存する
ということである。だからこそ、高島屋から
ロッテ百貨店への移転の際は、実際に１９７７年に
秋山氏を含む４名の日本人がスカウトされ、経
営全般、宣伝広報、衣料品、食品といった役割
分担で日常業務の中でコーディネーターとして
指導を行ったとされる。例えば、１９７７年から７９
年にかけて高島屋からロッテ百貨店への出張は
延べ１９回にわたっていた。また、ロッテ百貨店
の蚕室店を開業する際も、日本から３名（部長
１名、次長２名）の社員が２年間にわたり長期
駐在し、指導を行ったとされる。つまり、ペー
パーにマニュアル化・図示化することができ
ず、かつコンピュータにプログラム化ができな
い MD 関連や販売関連の項目については、韓
国のファッション小売環境に合わせて修正し、
適応化の移転を試みたと言える。

２．西武百貨店から韓国・ロッテ百貨店への移
転

川端基夫氏［２００３］の資料によると、西武か
らロッテ百貨店への移転は、およそ１３項目に及
んでおり、賃貸関連の小売技術が一番多く、そ
の次が店舗関連・販売関連の小売技術であった
と言える。同氏によると、図表５の①から⑬の
項目は、ロッテ百貨店が蚕室店に専門店街
（モール）を設けた際に、その建設・運営ノウ
ハウを西武百貨店から移転するために取り交わ
した契約の中で示されたノウハウ項目である。
当時の韓国では、専門店街の建設・運営ノウハ
ウが不足していただけに、具体的な小売技術の
移転項目が確認された（川端［２００３］p．３８）
という。

Ⅴ 移転仮説による韓国への
ファッション小売技術移
転の検証結果

以上のように、韓国の百貨店への日本の
ファッション小売技術の移転が可能になった要

因の一つとして、川端基夫氏［２００３］は韓国と
日本との歴史的な関係であるとしている。韓国
では、１９７０年代後半から百貨店の近代化が始
まっており、その当時韓国の百貨店経営者の中
には、日本で教育を受けた人や日本語の話せる
人が多くいた。また、日本のファッション小売
技術を手本としたのは、距離的（文化・社会的
側面を含む）にも近く、情報の集めやすさで
あったと言える。もう一つの要因としては、日
本の百貨店が韓国のファッション小売市場を日
本市場向けの商品開発基地として捉えていたこ

調査希望事項 分 類
① 売場レイアウト 店舗関連
② 室内装飾物の仕入れ
③ メーカー見学１・２カ所 MD 関連
④ 組織および運営：バイヤー、セーラー、

スーパーバイザー、マーチャンダイザーの
仕事

⑤ 価格政策
⑥ PB 開発
⑦ 広告宣伝 販売関連
⑧ 独自サービス
⑨ 経営分析のための各種基本データ：１人当

たり平均売上、アイテム別売上げ、純利
益、仕入れ価格＋マージン率、純利益、自
己資本利益率、回転率、信用販売比率など

管理関連

⑩ 厚生福利制度
⑪ 在庫管理システム 保管・物流関連
⑫ 検品・輸送・保管の仕事
⑬ レストランの厨房器具・伝票発生と注文・

計算法など
賃貸関連

⑭ 特別行事（展覧会など） 文化事業関連

移転されたノウハウ項目 分 類
① ゾーン別売場コンセプト計画（ゾーニング） 店舗関連
② ゾーン別商品計画
③ ブロックレイアウト計画
④ 全体イメージおよびフロアイメージ計画
⑤ 売場レイアウト、什器、製品に関する図面
⑥ 什器、備品、ディスプレイ関する資料
⑦ サイン計画
⑧ 商品に関する情報 MD 関連
⑨ 取引に関する情報
⑩ 営業管理に関する情報 販売関連
⑪ 販売促進・広報に関する資料
⑫ 信用販売に関する情報
⑬ 一般事務管理（人事・教育・総務・総理・

会計）に関する資料
管理関連・教育関連

⑭ 検品・配送に関する資料 保管・物流関連
⑮ 行事計画に関する資料 文化事業関連
⑯ 文化教室および付帯サービス施設関連資料
⑰ その他「本件事業」にロッテ百貨店が必要

とする資料
その他

図表３ ロッテ百貨店から高島屋への調査希望事項（１９７９年）

出所：川端基夫［２００３］「アジアへの小売ノウハウ移転に関する考察」アジア経
済研究所『アジア経済』第４４巻第３号、p．３９。

図表４ 高島屋から韓国・ロッテ百貨店への移転内容（百貨店
部門の技術、１９８８年）

出所：図表３に同じ、P．４０。
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と（川端［２００３］pp．３５－３６）が挙げられる。
さらに、ここで注意すべき点は、川端基夫氏

［２００３］もすでに論述しているように、ファッ
ション小売技術が有している特性である。その
特性として、同氏は、一つ目は「ファッション
小売技術の外部環境への依存性」であるとし、
「MD 関連や販売関連の小売技術は、商品供給
体制や消費者特性といったいわば現地小売環境
への適応化が要求されるため、基本的な小売技
術は別としても細部に関する小売技術は日本の
ものがそのまま通用しにくいと考えられる。こ
のことが、MD 関連や販売関連の小売技術項目
を具体性に乏しいものにしたのであろう。それ
に対して、店舗関連の小売技術は、外部環境へ
の依存性が低く、日本スタイルのものの移転が
容易であるため、具体的な項目を多数挙げるこ
とができた」（川端［２００３］p．３９）（第３章を
参照）としている。

また、同氏は２つ目の特性として「小売技術
領域ごとの可視化の度合いである」（川端
［２００３］p．４０）と し、図 表４の①か ら⑦ま で
の店舗関連のファッション小売技術は、その技
術が可視的な図面や文書の形に形式化・外部化
されており、その図面を手本としたりその図面
通りに実現することが実質的な小売技術の移転
になるとしている。従って、移転対象となる
ファッション小売技術の内容を図面などの種類
で確定（明示）できる分、項目にも挙げやすい
のに対して、MD 関連や販売関連のような目に
見えにくいファッション小売技術の領域は、具
体的に内容を明示することが困難であったので
あり、その分だけ項目化が困難になる（川端
［２００３］p．４０）（図表３・４・５を参照）とし
ている。

以上の状況を考慮すると、韓国の百貨店への
ファッション小売技術の移転は、「移転仮説

（a）」から解釈すれば、日本と韓国の両国にお
いて、ファッション小売技術を規定する制度的
環境条件（文化構造、経済過程、企業内外の諸
「組織」）や移転対象となる技術の中身の類似
性が高いファッション小売技術については、韓
国の小売環境条件に修正せずにそのまま適用
化・標準化（第Ⅲ象限）もしくは部分的適用化
（第Ⅳ象限）による移転が容易である。

それに対して、「移転仮説（b）」から解釈す
れば、韓国でのファッション小売技術の移転
は、韓国と日本の間において、ファッション小
売技術を規定する制度的環境条件や移転対象と
なる技術の中身の類似性が低く、その技術の移
転が容易とはいえない。その場合、移転対象と
なるファッション小売技術を韓国のファッショ
ン小売環境に合わせて修正し、適応化（第Ⅰ象
限）または部分的適応化（第Ⅳ象限）による移
転を行うことになる。

既に提示した移転の枠組み（図表１）から検
証すると、韓国の百貨店への日本のファッショ
ン小売技術移転と戦略は以下のとおりであると
いえよう。

グループⅠ（第Ⅰ象限）：このグループに属
する技術には、MD 計画、販売関連、仕入れ・
在庫管理関連などが属しており、これら諸技術
はほとんど人間に内在化されている。それ故、
韓国の百貨店へのこれらの技術移転は、高島屋
からの熟練者のスカウト、長期・短期の出張指
導など（例えば１９７７年から７９年にかけて高島屋
からロッテ百貨店への出張は延べ１９回にわたっ
ていた）を通じて行っていた。この指導は、紳
士服・紳士用品、婦人服・婦人用品、子供服、
身の回り雑貨、食料品などといった販売部門別
に計画的に実施され、内容的には MD 関連技
術の習得に重点が置かれ、小売環境や市場の調
査から主要仕入れ先の選別、主要メーカー訪

実際に移転されたノウハウ項目（細分類） 中分類 大分類
① ゾーン別売場コンセプト 店舗設計 店舗関連
② 賃貸店舗区画 レイアウト計画（図面） ゾーニング
③ 店舗配置区図面（ゾーニング面積、店舗記号番号）
④ ゾーン別、業種リスト（業種業態、MD・店舗特徴） テナント・ミックス 賃貸関連
⑤ ゾーン別業種配置（業種 MIX）計画書
⑥ 賃貸誘致および契約条件に関する資料 契約
⑦ 賃貸営業（運営）システムに関する資料
⑧ 賃貸店舗の募集、接受に関する資料 募集
⑨ 申し込み賃借人の選定基準書
⑩ 開店行事に関する資料 販売関連
⑪ 販売促進広報に関する資料 広告
⑫ 専門店街の事務管理（人事、教育、総務など）に関する資料 経理、人事、人材開発 管理関連

教育関連
⑬ その他「本件業務」にロッテ百貨店が必要とする資料 その他 その他

図表５ 西武から韓国・ロッテ百貨店への移転内容（専門店街部分の技術、１９８８年）

出所：図表３に同じ、P．４３。
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問、取引先の格付け、発注、見本修正、商品の
受け取りなどのファッション小売技術が移転さ
れた。一方、ロッテ百貨店から高島屋への派遣
研修も行い、韓国へのファッション小売技術の
移転を試みたとしている。

これらのファッション小売技術の特徴は、移
転対象となる技法を規定する制度的環境条件の
類似性が非常に低い。なおかつ、それらの諸技
術はペーパーにマニュアル化されかつ図示化す
ることができない、そしてコンピュータにプロ
グラム化ができない技術である。つまり、これ
らの諸技術は、ほとんど人間に内在化されてお
り、かつマニュアル化やプログラム化ができな
い、いわゆるルーティン化ができない技術であ
る。言い換えれば、これらの諸要素は、単なる
人間と機械の関係のみではなく、最も人間と人
間の関係に依存することが多く、現地にあわせ
て大幅な修正をしないと本国から海外現地小売
企業への移転は決して容易とはいえない。

グループⅡ（第Ⅱ象限）：このグループに属
するファッション小売技術は、ペーパーにマ
ニュアル化されかつ図示化することができる
が、移転対象となる技法を規定する制度的環境
条件の類似性が比較的に低い、という特徴があ
る。例えば、店舗関連・賃貸関連のファッショ
ン小売技術は、比較的ペーパーにマニュアル
化・図示化され、かつコンピュータにプログラ
ム化がしやすい側面を有しているものの、制度
的環境条件の類似性が低いか否かまでは断定で
きない。これが、今後の研究課題であろう。

グループⅢ（第Ⅲ象限）：このグループに属
するファッション小売技術の特徴は、移転対象
となる技法を規定する制度的環境条件の類似性
が非常に高い。なおかつ、それらの諸要素は
ペーパーにマニュアル化されかつ図示化するこ
とができる、コンピュータにプログラム化する
ことができる技術である。いわゆる一種のルー
ティン化された技術といえる。なぜならば、こ
れは機械そのものであったり、人間と機械の関
係に依存しており、どちらかというとその国の
技術レベルに関係しても、その国の人々の文化
（価値）からは比較的中立的であるからである。

例えば、高島屋からロッテ百貨店への移転内
容（図表４を参照）の１７項目と、西武からロッ
テ百貨店への移転内容（図表５を参照）の１３項
目がこのグループに属するファッション小売技
術として考えられる。これらの諸技術（とくに
店舗関連・賃貸関連）は、どちらかというと
ペーパーにマニュアル化されかつ図示化するこ
とができる、かつコンピュータにプログラム化

することができるので、その図面を手本とした
りその図面通りに再現することが実質的な
ファッション小売技術の移転になるといえる。

グループⅣ（第Ⅳ象限）：このグループに属
する技術の特徴は、移転対象となる技法を規定
する制度的環境条件の類似性が比較的に高い。
しかし、それらの諸技術はペーパーにマニュア
ル化されかつ図示化することができない、そし
てコンピュータにプログラム化ができない技術
である。例えば、MD 関連や販売関連のファッ
ション小売技術は具体性に乏しく、どちらかと
いうとマニュアル化・図示化・プログラム化が
できない側面を有しているものの、制度的環境
条件の類似性が高いか否かにまでは断定できな
い。これも、今後の研究課題であろう。

Ⅵ おわりに
―今後の研究課題―

以上の移転仮説による検証結果からいえば、
韓国におけるファッション小売技術の移転は、
韓国と日本の両国において、文化構造や経済過
程や企業内外の諸「組織」といった制度的環境
条件と移転対象となる技術の類似性が高いか否
かによって、移転の仕方（適用化・適応化）が
異なるということが、明らかになった。しか
し、移転対象となるファッション小売技術のう
ち、どのような技術がマニュアル化・プログラ
ム化しやすいか否かまでは検証できず、また
「部分的適用化」（第Ⅱ象限）・「部分的適応化」
（第Ⅳ象限）に関する技術移転の仕方について
は明確にすることができなかった。

そこで、今後の研究課題は、韓国と日本の
ファッション小売企業を対象とするアンケー
ト・インタビュー調査を実施する。その調査で
得られたデータなどを基礎に、移転対象となる
ファッション小売技術のうち、どのような技術
がマニュアル化・プログラム化しやすいか否か
について分析し、「部分的適用化」（第Ⅱ象
限）・「部分的適応化」（第Ⅳ象限）に関する技
術移転の仕方についても突き止めることであ
る。

注）
１）百貨店は１８５２年に、アリスティッド・ブーシコーによっ

てパリで開店された「オ・ボン・マルシェ（Au Bon
Marche）」を端緒とするというのが、最も一般的な見解
である。

２）１９世紀半ばから欧米で百貨店成長の背景としては、第１
に、産業化の進展と製品の大量生産に伴い、円滑な流通
体系が必要であったこと、第２に、巨大都市化が形成さ
れ、集中型需要が発生したこと、第３に、交通と通信の
発展による情報流通の円滑化が必要であったこと、第４
に、国民所得の増大による消費者購買力の増大、などが
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挙げられる（韓国商工会議所［１９９５］pp．８９―９０）。
３）百貨店は、それまでの小売店と比べ、いくつかの極めて

革新的な特徴を有していた。第１に、従来の小売取引に
おいては当たり前であった店頭での価格交渉を排し、い
かなる消費者に対しても平等に定価で、しかも現金取
引・返品自由・品質保証という条件で販売したことであ
る。その結果、店側としては、価格交渉に優れた店員を
多数配する必要も掛け売りの必要もなくなり、費用の削
減というより多くの顧客との対応が可能になった。ま
た、消費者にとっても、別に買物の当てがなくとも気軽
に店内に入れるし、価格交渉や品質についての不安なし
に買物ができるようになった。百貨店は、こうした革新
的な方法で、低価格・大量販売を目指したのであった。
第２に、百貨店はデパートメントストアの名前に代表さ
れるように、商品別に構成された部門別組織を持ち、部
門ごとに商品を仕入れ、管理し、販売するという方式を
採用したことである。百貨店の革新的な第３の特徴とし
ては、買回り品を中心に極めて多様な商品を一つの建物
の中に取り揃え、消費者にワン・ストップ・ショッピン
グと様々な商品を見比べての比較購買を可能にしたこと
である（池尾［１９９７］p．１４４）。

４）１９２１年に開店した「丁字屋」は、最初は「丁字屋洋服店」
として出発し、その後百貨店（１９３２年）に転換した。

５）「平田百貨店」は、最初は呉服店として出発したが、そ
の後は雑貨商に、１９３２年７階建てに増築したのをきっか
けに百貨店に転身した。

６）高橋由明教授は、移転対象となる技術を規定する「制度
的環境」の要因として、「文化構造」、「経済過程」、「企
業内外の諸『組織』」という３つの要因をあげている。
これらの諸要因は、「ある時代には、文化構造の要因が
他の２つの要因の両者ないし片方に強く影響を及ぼすこ
ともあるが、別な時代には、経済過程の要因が他の２つ
の要因に強く影響を及ぼす場合がある。一般的には、文
化構造の変化は遅く暫時的であるのに対して、経済の変
化は速く、その変化が激しいときは、経営組織やそれぞ
れの価値をもつ人々の行動にも激しい影響を及ぼすとし
ている」（高橋［２０００］p．２８．）としている。

７）「文化構造」とは、高橋由明教授はある時代のある国の
個々人の思考・行動様式、すなわち生活目的・目標、価
値体系、社会的各付（social ranking）、行動基準の型
（pattern of conduct）を意味するという中川敬一郎氏
の見解を述べ、「そのほかに文化そのものを構成すると
いえるその国の宗教、政治、法律、教育といった各制度
によって形づくられたものとしている。この直接に文化
構造を形成する諸制度は、国によって異なり、しかも他
の２つの要因から影響を受ける場合もあれば、経済過程
や企業内外の諸組織に影響を与える場合もある」（高橋
［２０００］p．２８．）と文化構造要因を規定している。

８）「経済過程」とは、企業家ないし経営者の意思決定を制
約する外部的経済要因を意味するとし、ある国の企業家
ないし経営者によってなされる意思決定との関連で経済
過程を具体的に分析しようとするならば、その国の経済
発展を個別歴史的観点から考察するだけではなく、他国
との比較歴史的視点が必要である（高橋［２０００］p．２８．）。

９）第３の決定要因は、「企業内外の諸『組織』」である。こ
の要因は、先の２つの要因と比較すると、移転対象とな
る技術を規定するという観点からみれば相対的に独立し
た要因である。この企業内外の諸組織は、他の２つの要
因に比べ相対的独立性を有しているとはいえ、文化構造
と経済過程からの影響を看過してはならない。なぜなら
ば、企業組織を構成する個々人の行動は、その国のその
時代の文化構造や経済過程によって規定されるし、また
企業経営者の行う意思決定も、相手競争企業の行動動
向、その企業の属する産業部門の動向、さらには全体経
済の動向といった経済過程はもちろん、自社内の従業員
の意識動向にも制約される（高橋［２０００］p．２８．）。

１０）川端氏は、韓国・ロッテ百貨店に関する資料は、日本の
百貨店から韓国のロッテにスカウトされた秋山英一氏が
所有する資料の一部を閲覧・分析する機会に恵まれたこ
とが大きいとし、秋山氏は、ロッテ百貨店と日本の百貨
店との技術提携の際に陣頭指揮を執ったため、その当時
の技術提携に関する私的な記録やメモ類が残されてお
り、そこから契約内容や移転仕方がある程度復元可能と
なった（川端［２００３］p．３８）としている。
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